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各モデルの変更点が中越沖地震時のシミュレーション解析結果

に与える影響について 
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１．はじめに 

 今回採用を予定している建屋の地震応答解析モデルは、平成 19 年新潟県中越沖地震時の観測

記録に基づく建屋シミュレーション解析から得られた知見を踏まえて、より実現象に近い応答

を再現するという観点から、①コンクリート実剛性、②補助壁の考慮、③側面地盤ばねにおけ

る回転成分の考慮、④表層部の埋め込み効果の無視という 4 項目について、設計時から条件を

見直すこととしている。本資料は、上記の４項目のそれぞれがシミュレーション解析結果に与

える影響を把握するための追加解析結果を示すものである。なお、6 号炉原子炉建屋と７号炉

原子炉建屋はほぼ同様の構造となっていることから、７号炉原子炉建屋を代表として検討を実

施することとした。 
 
２．追加シミュレーション解析ケース 
追加検討として、表 2-1 に示す Case1～Case4 の４ケースについて解析を実施した。鉛直方向

の解析モデルでは、側面地盤の効果は考慮していないことから、Case1 および Case2 でのみ検討

を実施している。 
表 2-1 パラメータスタディケース 

ケース名 

建屋モデル 地盤モデル 

コンクリート 
のヤング係数 

剛性を考慮 
する部位 

側面ばね 表層地盤 

設計モデル条件 
設計基準強度 
に基づく 

耐震壁 水平 考慮 

Case1 実剛性 耐震壁 水平 考慮 

Case2 
設計基準強度 
に基づく 

耐震壁＋ 
補助壁 

水平 考慮 

Case3 
設計基準強度 
に基づく 

耐震壁 水平・回転 考慮 

Case4 
設計基準強度 
に基づく 

耐震壁 水平 無視 

中越沖シミュレー

ション（今回工認採用

予定の４項目を反映

したモデル） 

実剛性 
耐震壁＋ 
補助壁 

水平・回転 無視 
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３．シミュレーション解析結果 
Case１～４の各ケースの地震応答解析結果と設計モデル条件の地震応答解析結果、観測記録と

を比較した結果（床応答スペクトル、最大応答加速度）を図 3-1～8 に示す。また、参考として中

越沖シミュレーション解析モデル（今回工認で採用予定の項目を反映したモデル）による解析結

果を図 3-9,10 に示す。表 3-1 に各解析ケースを考察した結果を示す。 
 
４．まとめ 

各モデルの変更点が中越沖地震時のシミュレーション解析結果に与える影響を把握するために，

パラメータスタディを実施し，各変更点がシミュレーション解析結果に与える影響を確認した。 
 

表 3-1 考察結果 

 

解析ケース 考察 

Case1 

（NS/EW/UD） 
実剛性考慮 

・加速度応答スペクトルについては、NS,EW，鉛直方向共に，設計モデル条

件と比較して、観測記録との整合性が向上している。 

・最大応答加速度については、NE・EW 方向については、設計モデル条件よ

りも整合性が向上するかほぼ同等の結果となっており、鉛直方向については、

記録と整合性が大きく向上している。 

Case2 

（NS/EW/UD） 
補助壁考慮 

・加速度応答スペクトルについては、NS,EW では設計モデル条件と比較して

観測記録との整合性が向上している。鉛直方向については、周期 0.1 秒より

長周期側での整合性は向上している。 

・最大応答加速度については、NE・EW 方向については、設計モデル条件よ

りも整合性が向上している。鉛直方向については、観測記録取得位置では、

設計モデルよりも少し応答が大きめとなっている。 

Case3 

（NS/EW） 
回転バネ考慮 

・加速度応答スペクトルについては、NS,EW 共に設計モデル条件と比較して

観測記録との整合性が向上している。他のケースと比べても向上度合いは大

きい。 

・最大加速度についても、NS・EW 方向共に設計モデル条件と比較して整合

性が向上している。 

Case4 

（NS/EW） 
表層無視 

・加速度応答スペクトルについては、NS,EW 共に設計モデル条件と比較して

観測記録との整合性が向上している。 

・最大加速度については、NS・EW 方向共に設計モデル条件と比較してほぼ

同程度の結果となっている。 

中越沖シミュレ

ーション（今回工

認採用予定の４

項目を反映した

モデル）（NS/EW/ 

UD） 

４項目反映 

・加速度応答スペクトルについては、NS,EW 方向共に Case１～4 と比較し

て、観測記録とより整合する結果となっている。鉛直方向についても、建屋

モデルを１項目のみを変更した Case1,2 と比較して整合性は向上している。 

・最大加速度についても１項目のみを変更した Case1～4 と比較して、整合

性は向上する結果となっている。 
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Case1（実剛性考慮ケース）の検討結果 
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図 3-1(a) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case1】 
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(3) 鉛直方向 

 
図 3-1(b) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case1】 
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図 3-2(a) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case1】 

観測記録
設計モデル条件

シミュレーション条件

（実強度，補助壁無視，側面回転ばね無視，表層地盤考慮）
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設計モデル条件
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（実強度，補助壁無視，側面回転ばね無視，表層地盤考慮）
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図 3-2(b) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case1】 
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Case2（補助壁考慮ケース）の検討結果 
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図 3-3(a) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case2】 
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図 3-3(b) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case2】 
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図 3-4(a) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case2】 
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1-2-10 

-20

-10

0

10

20

30

40

50

0.0 500.0 1000.0 1500.0 2000.0

T.
M.

S.
L
. 
(
m)

最大応答加速度 (cm/s2)

0

1000

2000

3000

4000

0 5 10 15 20
最
大

応
答
加

速
度

(c
m/
s
2 )

屋根トラス端部からの距離 (m)

観測記録
設計モデル条件

シミュレーション条件

（設計基準強度，補助壁考慮）

 
(3) 鉛直方向 

 
図 3-4(b) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case2】 
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Case3（側面回転ばね考慮ケース） 
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図 3-5 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case3】 
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図 3-6 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case3】 

観測記録
設計モデル条件

シミュレーション条件

（設計基準強度，補助壁無視，側面回転ばね考慮，表層地盤考慮）

観測記録
設計モデル条件

シミュレーション条件

（設計基準強度，補助壁無視，側面回転ばね考慮，表層地盤考慮）
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Case4（表層地盤無視ケース） 
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図 3-7 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m）【Case4】 
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図 3-8 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較【Case4】 
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（設計基準強度，補助壁無視，側面回転ばね無視，表層地盤無視）
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設計モデル条件

シミュレーション条件

（設計基準強度，補助壁無視，側面回転ばね無視，表層地盤無視）



 

1-2-15 

シミュレーション解析モデルの検討結果 
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図 3-9(a) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m） 
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(3) 鉛直方向 

 
図 3-9(b) 7 号炉原子炉建屋加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L.+23.5m） 
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図 3-10(a) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較 

観測記録
設計モデル条件
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図 3-10(b) 7 号炉原子炉建屋最大応答加速度の比較 
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建屋コンクリート剛性の算定に用いている 

コンクリート実強度について 
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1. 概要 
柏崎刈羽原子力発電所 6/7 号炉の補正工認においては，平成 19 年の新潟県中越沖地震時

の知見を踏まえ，地震応答解析モデルにコンクリートの実剛性（ヤング係数）を採用して

いる。コンクリート実剛性は，設計基準強度が同じである 3/4 号炉及び 6/7 号炉の各原子炉

建屋から採取したコンクリートの実際の平均的な強度（以下，「実強度」という）に基づき

算定しているが，実強度の基となるコア圧縮強度試験のサンプル数は統計的に十分とは言

えない。本資料は，各建屋のコア採取位置を示すとともに，圧縮強度試験に基づき算定し

ている実強度とシュミットハンマー測定から得られる推定圧縮強度（以下，推定強度とい

う。）を比較し，実強度の値がより多くのサンプル数と比べても著しく不適当な値とはなっ

ていないことを説明するものである。 
 
2. コア圧縮試験について 
  対象建屋は 3/4 号炉及び 6/7 号炉原子炉建屋とし，各号炉とも 2 箇所ずつ，計 8 箇所を

評価対象とする。コアの採取位置を表 2-1～表 2-4 に示す。コア採取は，圧縮強度試験の

結果に偏りが生じないよう，各建屋とも耐震要素と非耐震要素の両方から採取している。 
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表 2-1 コア採取位置（3 号炉原子炉建屋） 
採取位置 3 号炉原子炉建屋 

1 階  

 
表 2-2 コア採取位置（4 号炉原子炉建屋） 

採取位置 4 号炉原子炉建屋 

1 階  
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表 2-3 コア採取位置（6 号炉原子炉建屋） 

採取

位置 
6 号炉原子炉建屋 

1 階 

 

2 階 
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表 2-4 コア採取位置（7 号炉原子炉建屋） 
採取

位置 
7 号炉原子炉建屋 

1 階 

 

2 階 
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3. シュミットハンマー測定について 
3.1 測定概要 

  対象建屋は 3/4 号炉及び 6/7 号炉原子炉建屋とし，各建屋ともコア採取位置付近を評価

対象とする。ただし，7 号炉原子炉建屋では中越沖地震後にコア採取位置付近とは別に各

階 8 箇所ずつ計 56 箇所で別途シュミットハンマーによる測定を行っており，当該測定位

置について表 3-1～表 3-4 に示す。評価対象は計 64 箇所であり，測定高さは原則として

床面から 1200mm 程度の作業性の良い高さとする。測定は日本建築学会の「コンクリー

ト強度推定のための非破壊試験方法マニュアル」もしくは JIS A 1155「コンクリートの

反発度の測定方法」に準拠して行う。反発度の圧縮強度への換算式は日本材料学会提案

による下記の式（3.1）を用いて評価する。なお，同式は国交省による「テストハンマー

による強度推定調査の 6 つのポイント」の中でも強度推定式として採用されている。 
    F（kg/cm2）＝13R － 184 ・・・・・・・・（3.1） 
    F：コンクリートの推定圧縮強度 
    R：反発度 
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表 3-1 シュミットハンマー測定位置（7 号炉） 
採取

位置 
７号炉原子炉建屋 

B3 階 

 

B2 階 
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表 3-2 シュミットハンマー測定位置（7 号炉） 
採取

位置 
７号炉原子炉建屋 

B１

階 

 

１階 
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表 3-3 シュミットハンマー測定位置（7 号炉） 
採取

位置 
７号炉原子炉建屋 

2 階 

 

3 階 
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表 3-4 シュミットハンマー測定位置（7 号炉） 
採取

位置 
７号炉原子炉建屋 

４階  

 
3.2 測定結果 
シュミットハンマー測定より得られたコンクリートの推定強度の統計値を表 3-5 に示

す。 
表 3-5 推定強度に関する統計値 

平均値 51.0[N/mm2] 
最小値 40.4[N/mm2] 
最大値 57.6[N/mm2] 
標準偏差 3.4[N/mm2] 
サンプル数 64 個 

 
 
3.3 実強度との比較 

  推定強度と実強度との比較を図 3-1 に示す。実強度は推定強度の平均値を下回っており，

かつ推定強度データ数の約 73%が実強度を上回っていることから，過大評価とはなって

いないと言える。また，参考として圧縮強度試験結果と実強度との比較を図 3-2 に示す。 
 



1-3-10 

 
図 3-1 推定強度と実強度の比較 

 

 

図 3-2 圧縮強度試験結果（コア強度）と実強度の比較 
 

 
4.まとめ 

コンクリート実剛性の算定の元となるコンクリート実強度について，シュミットハン

マー測定結果との比較を実施し，実強度の値がコンクリートの実際の平均的な強度とし

て，妥当な範囲であることを確認した。 
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原子炉格納容器コンクリート部の応力解析における 

材料構成則について 
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1. はじめに 
原子炉格納容器コンクリート部の応力解析で採用予定の材料構成則の適用性・妥当性に

ついて，適用文献の内容と合わせて整理した結果を以下に示す。 
 
2. 材料構成則の適用性・妥当性について  
2.1 コンクリート（引張側） 
コンクリートの引張軟化曲線は，弾塑性解析で使用する計算機コード(Abaqus)で，各種実

験結果との対応が良いことが確認されている岡村・出雲による式[1]（以下，岡村・出雲モデ

ルという）を採用する予定である。以下では，岡村・出雲モデルの概要とその適用性につい

て示す。なお，ひび割れが発生するまでのコンクリートの剛性は圧縮側の初期剛性と同様の

値とし，引張強度については日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説--許容

応力度設計法-1999」に基づき，曲げひび割れ時のコンクリート引張応力の下限値を設定し

ている。 
 

(1) 岡村・出雲モデルの概要 
岡村・出雲モデルは，文献[1]に示されるコンクリートの引張軟化曲線であり，ひび割れた

鉄筋コンクリートの引張軟化曲線を評価する際に設定する。鉄筋に関係なく，ひびわれ後の

コンクリートの平均応力-平均ひずみの関係を与えているのが特徴であり，下記の式により

表現される。 

 
σ
ｔ

ft
= εcr

εt

c
  (1. 1) 

  σt ：ひびわれと直角方向のコンクリートの平均引張応力 
  ft ：2 軸応力下のコンクリートの引張強度 
  εcr：ひびわれ発生時の平均引張ひずみ 
  εt ：ひびわれと直角方向の平均引張ひずみ 
  c ：付着性状を表すパラメータ 

 
本モデルの妥当性については，原論文においても既往の実験結果との比較により検証さ

れているため，以下ではその概要について記載する。 
原論文では，(1.1)式を用いることで既往の実験（Collins-Vecchio の実験[2]）から求められ

たコンクリートの平均応力-平均ひずみ曲線をほぼ再現できることを確認している（図 2-1）。 
 また，ひび割れ後のコンクリートの構成則として(1.1)式を用いた検討を実施し，既往の実

験時の挙動を再現できるかを確認している。ここでは，既往の実験（Collins-Vecchio の実

験及び青柳・山田の実験[3]）からコンクリートの引張剛性の影響を受ける供試体を選定し，

鉄筋コンクリート部材の挙動（せん断ひずみ，鉄筋のひずみ）が実験値とよく一致する結果

となることを確認している(図 2-2)。このことから岡村・出雲モデルがひび割れ後の挙動を
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よく表現できるモデルであるとしている。 
なお，青柳・山田の実験については，コンクリートの主引張応力の採用する方向と鉄筋応

力の作用する方向が異なる場合の検証例として取り上げられており，提唱するモデルが平

面応力場にも適用できるかという観点で実験値と解析を比較している。降伏応力や最大応

力については概ね対応が良い結果となっているとしており，コンクリートの主引張応力と

鉄筋応力の作用方向が一致しない平面応力場にも適用できるとされている。 

 
図 2-1 岡村・出雲モデルと他のモデルのとの比較（[1]より引用） 

 

 

図 2-2 コンクリート引張剛性モデルの検証結果（[1]より引用） 
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(2) 解析プログラム「Abaqus」を用いた検討例 
日本建築学会「コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用」[4]には，RCCV の

応力解析でも用いる予定の解析プログラム「Abaqus」を使用した解析例が示されている。 
ここでもコンクリートの引張軟化曲線として岡村・出雲モデルを用いた検討例が示され

ており，既往の試験結果と解析結果との対応が良好であることが確認されている。 
本文献においては，簡易要素ベンチマークテスト，梁せん断試験，床曲げ試験の検討例が

示されている。以下にその概要を述べる。 
簡易ベンチマークテストについては，文献［5］での検討内容を参照している。これは，既

往の無筋コンクリートの直接せん断試験結果（前述の青柳・山田の実験）をもとに Abaqus
で用いる塑性損傷モデルに係るパラメータについて，パラメータスタディを実施したもの

である。ここでの検討の結論として，コンクリートの引張軟化曲線は，岡村・出雲モデルを

用いることで実験結果との対応が良好とされている。 
梁せん断破壊試験については，既往の文献［6］に示される試験体を模擬して，試験体中央

部に鉛直方向単調荷重を変位制御で載荷する静的漸増非線形解析を実施し，Abaqus で用い

る塑性損傷モデルに係るパラメータを検討したものである（図 2-3）。ここでの検討の結論

としても，コンクリートの引張軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケースが文献に

おける実験結果との対応が良好とされている。 
鉄筋コンクリート床の曲げ破壊試験については，既往の文献［7］に示される試験体を模擬

し，荷重積載部に鉛直方向単位荷重を変位制御で載荷する静的漸増非線形解析を実施し，

Abaqus で用いる塑性損傷モデルに係るパラメータを検討したものである（図 2-4）。ここで

の検討の結論としても，コンクリートの引張軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケ

ースが文献における実験結果との対応が良好とされている。 
 
また，財団法人原子力発電技術機構が実施した原子炉格納容器信頼性実証事業［8］におい

ても，基礎要素特性試験（二軸引張基礎要素特性試験）の結果を用いて，Abaqus による検

討を実施しており，そこで得られた知見として，コンクリートの構成則特性については，出

雲式が実験との整合が良いと記載されている。 
 
以上で示した通り，岡村・出雲モデルは，提案時より既往の複数の実験結果を用いて適用

性が十分に検証されていること，また，今回使用する解析プログラム「Abaqus」を用いた

検討例でも各種実験結果との対応が良好とされていることから，3 次元 FEM モデルによる

弾塑性応力解析を実施する際のコンクリート（引張側）の構成則として，採用することは妥

当であると考えている。 
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図 2-3 梁せん断破壊試験に基づく検証結果（[4]より引用） 
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図 2-4 鉄筋コンクリートの曲げ破壊試験に基づく検証結果（[4]より引用） 
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2.2 コンクリート(圧縮側) 
コンクリートの圧縮応力度とひずみの関係は，「発電用原子力設備規格コンクリート製原

子炉格納容器規格 JSME S NE1-2003」（以下，CCV 規格という）の図 CVE3511.2-1 を参

考にした上で，パラボラ型の応力歪み曲線を想定するにあたって標準的な CEB-FIP Model 
code[9]に基づき設定している。 
既工認において，荷重状態Ⅳに対する RCCV の応力解析は弾性解析であったが，応力解

析から求まる膜力，曲げモーメントをもとにコンクリートの圧縮ひずみを算定する際，パラ

ボラ型の応力歪み曲線を仮定している。既工認「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性に

ついての計算書」から関連箇所の抜粋を図 2-5 及び図 2-6 に示す。ここで設定したパラボラ

型の応力歪み曲線は，今回と同様に CEB-FIP Model Code に基づき設定している。 
以上のことから，コンクリートの圧縮側の弾塑性特性については，CEB-FIP Model Code

に基づき設定することは妥当であると考えている。 
 
2.3 鉄筋（引張側，圧縮側） 
鉄筋の非線形特性については，CCV 規格（CVE-3511.2 の記載）に基づき完全弾塑性型

として設定している。 
既工認において，荷重状態Ⅳに対する RCCV の応力解析は弾性解析であったが，応力解

析から求まる応力をもとに鉄筋の圧縮及び引張ひずみを算定する際，完全弾塑性型を仮定

している。既工認「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」から関連箇

所の抜粋を図 2-5 及び図 2-6 に示す。 
以上のことから，3次元 FEM モデルによる弾塑性応力解析を実施する際の鉄筋（引張側，

圧縮側）の材料構成則として，採用することは妥当であると考えている。 
 
3. まとめ 
 原子炉格納容器コンクリート部の応力解析で採用予定の材料構成則（鉄筋，コンクリー

ト）について，適用文献の内容を整理し，その適用性・妥当性を確認した。 
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図 2-5 既工認からの抜粋（RCCV シェル部の検討を例示） 
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図 2-6 既工認からの抜粋（RCCV シェル部断面内応力度分布概念図を例示） 
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１．はじめに 

柏崎刈羽原子力発電所第７号炉(以下，「柏崎刈羽７号炉」という)の使用済燃料貯蔵ラ

ック(以下，「燃料ラック」という)の既工認における水平方向の設計用減衰定数は，「原

子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991 追補版」（以下，「JEAG4601」という）に規

定される，気中を前提とした溶接構造物の設計用減衰定数１％を用いていたが，今回の耐

震計算では燃料ラックが水中に設置されており，水の効果による減衰効果が期待されるこ

とから，振動試験結果に基づき設定した減衰定数７％を採用した。 

本資料は，燃料ラックの振動試験結果に基づき設定した設計用減衰定数の柏崎刈羽７号

炉への適用性を纏めたものである。 

 

２．燃料ラックの耐震設計法の既工認と今回手法の比較 

柏崎刈羽７号炉の燃料ラックの耐震設計における既工認と今回手法の比較を表－１に示

す。既工認からの変更は，設計用減衰定数のみである。 

 

表－１ 柏崎刈羽７号炉 燃料ラックの耐震設計法の既工認と今回手法の比較 

 既工認手法 今回手法 

解析モデル FEM モデル 同左 

耐震解析手法 
水平方向 スペクトルモーダル解析 同左 

鉛直方向 静的設計 ＊1 同左（剛構造のため） 

設計用 

減衰定数 

水平方向 １.０％ ７.０％ 

鉛直方向 － １.０％ 

許容応力 JEAG4601 同左 

地盤・建屋等の不確実さ

の考慮 

床応答スペクトルの周期方

向への±10％拡幅 
同左 

モデル化の考え方 剛性はラック本体の寸法，

ヤング率より設定，質量は

ラック本体，ラック内の燃

料体，流体およびプール水

の付加質量を考慮。 

同左 

＊1：鉛直地震動の規定なし 
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３．減衰定数取得試験 

３．１ 試験の概要 

燃料ラックは使用済燃料貯蔵プール（以下，「燃料プール」という）水中に設置されるた

め，水の効果による減衰効果が期待されることから，本試験では，燃料ラックを実機と同

等の水中の条件下で減衰を評価する試験を実施し，減衰定数を取得した。 

 

３．２ 燃料ラックの水中試験方法について 

(1)試験供試体 

柏崎刈羽７号炉燃料ラックの配置図を図－１に，構造図を図－２および図－３に示す。 

燃料ラックは，燃料プール床の基礎ボルトで固定した自立型であり，ラックセルは角管

を市松模様に配列した構造（以下，「市松ラック」という）を採用している。燃料ラック

と壁および燃料ラック同士は接続されていない。したがって，柏崎刈羽７号炉の燃料ラッ

クは，地震荷重に対して床の基礎ボルトのみで荷重を燃料プールへ伝達している。 

実物大試験供試体は，図－４(1)に示すとおり柏崎刈羽７号炉と同じ床固定自立式の市

松ラックを用い，装荷できる燃料体数は，流体および燃料体による付加減衰効果が実機よ

りも小さくなるように 50 体（5 列×10 列）とした。また，ラックには燃料体を装荷し，

装荷する燃料体は実燃料模擬体と形状模擬体の 2 種類を用いた。実燃料模擬体は実機と

同様であるが，燃料ペレットの代わりに鉛で質量を一致させた。さらに，加速度を計測す

るため頂部に加速度計を設置した。形状模擬体は実機の外形を模擬した実燃料模擬体の

質量およびチャンネルボックス外形を模擬し，頂部および中間部に加速度計が設置され

ている。 

(2)試験水槽 

燃料プール内に設置されている状態を模擬するために図－４(2)の試験水槽を製作し，

水を張って，その中にラックを設置した。水槽の大きさは，流体による付加減衰効果が最

も小さくなる無限水中と同等となる最小の大きさとし（別紙－１），高さ（水深）は実機

と異なるが，市松ラックの振動特性に与える影響が小さいことを確認した（別紙－２）。 

試験水槽，ラック，燃料体，内包水をあわせて最大 100t 程度の質量となるため，つく

ば市の防災科学技術研究所の振動台（最大搭載質量 500t，寸法：14.5m×15m）を用いて

試験を実施した[1]。図－４(3)に試験状況（市松ラック（試験供試体）の水槽内設置状態）

を示す。 
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図－１ 燃料ラック配置図 

 

 

   柏崎刈羽 7 号炉 内訳 

 

  

使用済燃料貯蔵ラック 台数 

77 体(11×7) 6 台 

100 体(10×10) 1 台 

110 体(11×10) 2 台 

121 体(11×11) 22 台 

燃料ラック設置範囲 

(110) 

(121) 

(121) (121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(77) (77) (77) 
(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(121) 

(100) 

(110) 

(77) 

(77) (77) 

※( )内の数字はラックの貯蔵体数 
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図－２ 燃料ラックの構造図 

 

 

図－３ 燃料プール床と固定部の詳細 

角管並列配列型 角管市松配列型 板構造 

   

 

プール水深 

 
市松ラック断面概略図 

市松ラック断面概

略図 
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(1) 市松ラック（柏崎刈羽７号炉） 

 

(2) 市松ラック(試験供試体) [2] 

 

 (3) 試験状況 [2] 

 

 

 

(4) 市松ラック(試験供試体)の 

水槽内設置状態 

図－４ 試験供試体の構造(市松ラック試験供試体，試験水槽および振動台) 

 

(3) 実機燃料ラックと実物大試験供試体の主要諸元比較 

 実物大試験供試体の仕様は，概ね実機燃料ラックと同等であり，貯蔵体数やラックセルと

燃料集合体の隙間等は，流体及び燃料集合体による付加減衰効果が実機より小さくなるよ

う設定した（表－２）。 

(4) 今回の試験で得られた減衰定数の柏崎刈羽７号炉への適用性について 

 実物大試験供試体の仕様は，概ね実機燃料ラックと同等であるため，実機適用性がある

と考える。 

4.5m 

1.8m 1.8m 

ラック質量 
8400kg 

角管市松配列型ラック(121 体) 



 

 

 

3
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表－２ 柏崎刈羽７号炉 燃料ラックと実物大試験供試体の主要諸元の比較 

項目 柏崎刈羽７号炉 実物大試験供試体 備考 

燃料ラック 

燃料ラックの支持形式 床固定式・自立型 床固定式・自立型 － 

ラックセルの形式 角管市松配列型 角管市松配列型 － 

貯蔵体数 77～121 体 50 体 
試験供試体は流体および燃料体による付加減衰効果が実機よりも小さいと考えられる

ラックを選定。 

ラックセルと燃料集合体の

隙間 
  チャンネルボックスの外面とセル内面間距離。 

燃料ラックから壁までの 

距離 
約 250～900mm 

約 450mm～

1600mm 

流体による付加減衰効果が最も小さくなる無限水中と同等となる最小の寸法として設

定した。 

ラックセル高さ   － 

ラックセルのピッチ   

実物大試験供試体については，燃料集合体のセル内での衝突の影響が小さくなるラッ

クセルピッチが小さな燃料ラックを採用。 

ラックセルの厚さ   － 

燃料集合体 
燃料タイプ 

8×8 燃料 

(ステップⅠ燃料) 

9×9 燃料 

(ステップⅢ燃料) 

７号炉工認では，燃料プール共用化条件を考慮し，評価結果が厳しくなる質量が大き

い燃料条件により評価している。 

質量   想定している燃料タイプの違いによる。 

燃料プール 水深 約 12m 約 5m 
高さ（水深）は実機と異なるが，市松ラックの振動特性に与える影響が小さいことを

確認した。 
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(5) 試験方法 

ａ．加振方法および減衰定数の評価方法 

試験供試体に模擬燃料を装荷し，試験水槽に水を注入した状態にて加振試験を実施し

た。試験は，試験供試体の長辺方向及び短辺方向それぞれについておこなった。 

加振レベルの小さい範囲では正弦波による掃引試験をおこない，ハーフパワー法を用

いて減衰定数を評価した。加振レベルの大きい範囲では，試験装置の損傷を防止する観点

から，半波の加振試験をおこない，自由減衰波形から減衰定数を評価した。なお，各々の

試験について，入力加速度を変えた３ケースを実施した（表－３）。 

 

表－３ 減衰定数の評価に用いた試験条件 

No. 試験方法 方向 入力加速度 備考 

1 

正弦波掃引試験 

短辺 

0.5m/s2 減衰定数をハーフパワー法

により算出（別紙－３） 2 0.75 m/s2 

3 1m/ s2 

4 

長辺 

0.5m/s2 

5 0.75 m/s2 

6 1m/ s2 

7 

半波加振試験 

短辺 

2.91m/s2 減衰定数を自由振動波形か

ら算出（別紙－４） 8 3.98m/s2 

9 5.00m/ s2 

10 

長辺 

2.96m/s2 

11 3.75 m/s2 

12 4.50m/ s2 

 

(6) 計測方法 

ラックの固有振動数，減衰定数および振動モードを算出するためにラック 

および  と燃料体の      の加速度を計測する。また，基準となる入力加速度と

して振動台上の水槽周囲の加速度を計測した（図－５）。 

ラックが弾性範囲内で加振されていることを確認するために，ラックの     お

よび  のひずみを計測した。 

燃料体については，燃料模擬体(形状模擬)は４体について      の加振方向の加

速度を，燃料模擬体(実燃料模擬)は  で加振方向の加速度を計測した。 

市松ラックおよび燃料体の加速度とひずみの計測位置をそれぞれ図－６に示す。また，

模擬燃料体の内部構造を図－７，その諸元を表－４に示す。 
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図－５ 水槽の加速度計測位置 
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図－６（１／２） 市松ラックの加速度とひずみの計測位置 
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    (a) 燃料模擬体(形状模擬)           (b) 燃料模擬体(実燃料模擬) 

図－６（２／２） 燃料模擬体の加速度とひずみの計測位置 

  

加振方向 加振方向

：X方向加速度センサ取付位置
実燃料模擬体（1ヶ所）
形状模擬体（2ヶ所）

（b） 実燃料模擬体（a） 形状模擬体

X

Y

Z X

Y

Z

X

Y

Z

X

Y

Z

X

Y

Z

X

Y

Z

X

Y

Z X

Y
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Ａ B

Ａ Ｂ

 

 ■：X 方向加速度センサ 
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 (a) 燃料模擬体（形状模擬）   (b) 燃料模擬体（実燃料模擬） 

図－７ 燃料模擬体の内部構造 

 

 

表－４ 実機燃料仕様と模擬体仕様の比較 

  燃料模擬体 柏崎刈羽７号炉 

  実燃料模擬体 形状模擬体 8×8 燃料*2 

長さ 

 

4470mm 

断面寸法*1 □139.14mm 

質量 302kg 

材質 SUS 

 ＊1 チャンネルボックス外形寸法 

＊2 柏崎刈羽７号炉に装荷される燃料集合体のうち，最も重量が大きいもの 

  

ハンドル 

角パイプ 

ウェイト 

実燃料のペレットを鉛ペレットにし制作 
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３．３ 試験結果 

(1) 正弦波掃引試験 

正弦波掃引試験の減衰定数は，加振レベル 3 ケースで求めた伝達関数（図－８）よりハ

ーフパワー法で評価した。 

 

(2) 半波加振試験 

半波加振試験の減衰定数は，加振レベル 3 ケースから得られた自由振動波形（図－９）

より減衰定数を評価した。 

  

図－８ 正弦波掃引試験によるラック頂部加速度の伝達関数（例） 

（試験条件 No.6 短辺方向，入力加速度 1m/s2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ 半波加振試験による自由減衰波形（例） 

（試験条件 No.9 短辺方向，入力加速度 5.00m/s2） 
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(3) 試験結果のまとめ 

正弦波掃引試験から得られた減衰定数と，正弦半波加振による自由減衰波形から得

られた減衰定数をプロットした（図－１０）。長辺方向における正弦波掃引試験では，

加速度レベルの低い範囲では一部 7％を下回るデータが存在するものの，加速度レベ

ルの増大に伴い大きな減衰定数が得られる傾向が見られている。短辺方向における正

弦波掃引試験では，加速度レベルの低い範囲では若干の減衰定数の低下傾向が見られ

るが，その傾向は加速度レベルの増大に伴いゆるやかとなっており，半波加振試験の

結果では加速度レベルの高い範囲では 7%を十分上回っている。 

 

図－１０ ラック頂部最大応答加速度と減衰定数の関係 [2] 

 

４．結論 

今回工認で採用予定の設計用減衰定数７％は，柏崎刈羽７号炉の燃料ラックと同等な

試験体を用い，実機と同等な試験条件によりおこなわれた加振試験で得られたものであ

ることから，設計用減衰定数として妥当であることを確認した。 
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会〔No.10-8〕Dynamics and Design Conference 2010 論文集 No.417 
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別紙－１ 試験水槽の形状決定方法 

 

試験水槽の大きさは流体によるラックへの付加質量効果が最も小さくなる無限水中と同

等となる大きさに設定した。 

ラックの付加質量については，二重円筒の間に流体が存在する系の振動に関する運動方

程式(1-1)式[1] の内筒をラック，外筒を試験水槽とみなし，内筒の自己付加質量Ｍ11に着目

し検討した。試験水槽は長方形断面であるため，表－別紙１－１[2]より a/ｂ＝2として二重

円筒の自己付加質量Ｍ11を１．３６倍した。 

円筒であるラック寸法 r1はすでに決まっているため，外筒である試験水槽の寸法 r0を変

化させた場合のラックの付加質量Ｍ11との関係を図－別紙１－１に示す。この図より，試験

水槽を大きくしても付加質量Ｍ11がほとんど変化しない bの範囲は，無限水中と同等とみな

せると考えられることから，中心から 1250mm 離すことで，ラックが壁の影響を受けないと

いう結果を得た。この結果を反映した試験水槽の大きさを図－別紙１－２に示す。 
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表－別紙１－１ ２次元断面形状における付加質量[2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

試験水槽の形状 

 

図－別紙１－１ ラックとプールの隔壁間の距離とラックの付加質量 
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図－別紙１－２ 試験水槽形状図 

 

 

 

 

参考文献[1]：「Seismic Analysis of Safety Related Nuclear Structures」 

（Standards ASCE 4-98） 

    [2]：「Table of Hydorodynamic Mass Factors for Translational Motion」

（ASME） 
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別紙－２ 試験における水深(スロッシング等)の影響について 

 

実機ラックは水深 11.5m のところに設置されているが，試験では試験設備の関係か

ら試験水槽の水深は 4.8m とした。試験水槽の水深 4.8m の試験で，実機ラックの振動

特性に影響を与えないか検討するため，解析モデルを作成し NASTRAN の MFLUID 機能1※

を用いて水深が異なる場合の振動特性を検討した。 

 

(1) 検討方法 

市松ラックの水中の振動特性に与える水深の影響を評価した。なお，試験における入

力波はスロッシングの影響を回避するような波を使用しており，本解析においてもス

ロッシング効果は考慮していない。 

市松ラックの代表寸法は，幅 1584mm，奥行き 804mm，高さ 4493mm である。NASTRAN の

MFLUID機能を用いて試験水槽の水深4.8mの場合と実機水深11.5mの場合の固有振動数

と周波数応答を算出した。ラック外側の水平方向は無限水中とした。 

 

(2) 検討結果 

(a) 固有振動数 

水深 4.8m の場合と水深 11.5m の場合の固有振動数を表－別紙２－１に示す。 

水深4.8mの場合と水深11.5mの場合の固有振動モードを図－別紙２－１に示す。 

試験水槽の水深 4.8m の場合と実機水深 11.5m の場合の固有振動数の差異は小さ

いことがわかった。 

 

 

表－別紙２－１ 固有振動数の比較 

 

  

                                                   
※ 解析モデル上考慮している流体の付加質量を計算する機能 

固有振動数
[Hz]

振動モード
固有振動数

[Hz]
振動モード

1 10.25 Y方向変形 10.20 Y方向変形

2 22.43 Ｘ方向変形 22.40 Ｘ方向変形

水深11.5m

次数

水深4.8m
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 試験：水深 4.8m 実機：水深 11.5m 

1 次 

モード 

 

10.25Hz 

 

10.20Hz 

2 次 

モード 

 

22.43Hz 

 

22.40Hz 

図－別紙２－１ 水深 4.8m と 11.5m のラック振動モード 
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(b) 周波数応答 

固有振動数の違いは小さいことがわかったが，応答特性の違いも小さいことを

確認するために，上記の解析モデルを用いて周波数応答計算を行った。図－別紙２

－２にＸ方向加振時の周波数応答，Ｙ方向加振時の周波数応答を示す。水深が 4.8m

の場合と 11.5m の場合で違いはほとんどないことがわかる。なお，減衰定数は 2％

と仮定した。 

 

(1) X 方向加振時 

 

(2) Y 方向加振時 

図－別紙２－２ 周波数応答解析結果 
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(3) 検討結果のまとめ 

実機プラントのラックは水深 11.5m のところに設置されているが，試験では試験

設備の関係から試験水槽の水深は 4.8m とした。試験水槽の水深 4.8m の試験で，実機

ラックの振動特性に影響を与えないか検討するため，解析モデルを作成し NASTRAN の

MFLUID 機能を用いて水深が異なる場合の振動特性を検討した。その結果，水深 4.8m

および水深 11.5m の条件において，水位は付加質量に対して影響を与えないため，固

有振動数および周波数応答に差異がなく，水深 4.8m の試験水槽を用いた試験で実機

の振動特性を模擬できることを確認した。なお，水位をラック高さ以下に変化させる

ことでラックに掛かる付加質量を変化させて，本解析モデルで指定した水深が付加

質量に影響していることを確認した検討結果を以下に示す。 

 

(4) 水深の影響によるラックの固有値解析 

 本検討では水深 11.5m と水深 4.8m の固有値解析結果に対して，水位高さ 4.473m

（ラック高さ）と 2m（ラック高さ以下の水位）の 2 ケースの固有値解析を追加実

施した。本試験においてスロッシングを回避するように入力波形に対するフィルタ

処理を実施しているため，本解析ではスロッシング効果を考慮しておらず，付加質

量を考慮した計算を実施している。 

表－別紙２－２に市松ラックの短辺方向および長辺方向について，水深と固有振

動数の関係を示す。表より，水深 11.5m の固有振動数に対してラック高さと同等の

水深 4.473m の固有振動数はほぼ変化しないが，ラック高さ以下の水深 2m の固有

振動数では変化率が大きいことがわかる。ラック高さ以下のケースとして実施した

水深 2m の固有値解析ではラック高さの半分程度が水中にないため，ラックに対し

て付加質量を受けない部分があり，固有振動数が高くなったといえる。すなわち，

本解析結果においてラック高さ以上の水位ではラックに与える付加質量は変わらず，

試験計画の水深 4.8m で実機プラントでの水深 11.5m の振動特性を模擬できている

といえる。 

 

表－別紙２－２ 水深と固有振動数 

 

  

備考

短辺方向 長辺方向

1 11.5 10.20 22.40

2 4.8 10.25 22.43

3 4.473 10.31 22.46 ラック高さ

4 2 12.10 23.86 ラック高さ以下の水位

固有振動数[Hz]
水深[m]No.
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別紙－３ ハーフパワー法について 

 

加振力 tiFe  を受ける１自由度系の振動方程式は式(1)で表される。 

 

tiFekxxcxm    (1) 

 

上式の解を tiAex  として，式(1)に代入すると， 
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となる。 

よって，加振力 tiFe  に対する変位の振動伝達特性の振幅は式(2)で与えられる。 
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いま 1 とすると式(2)の振幅曲線はピーク値付近で p  に対しほぼ対称である。 

そこで p より少し低い
L 点の振幅を

LA とする。 

 002/   PLLP より 
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よって，周波数応答の 2/maxA を示す周波数 Uf ，
Lf と固有振動数 0f を計測すれば減衰

定数 を求めることができる。この減衰定数測定方法をハーフパワー法という（図－別紙

３－１）。 

 

図－別紙３－１ ハーフパワー法 
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別紙－４ 自由振動波形からの減衰定数の算出方法 

 

 自由減衰振動波形は，指数関数的に減衰することから，隣り合う振幅の比の対数をとると

常に一定の値となり，この隣り合う振幅の比の自然対数から対象とする構造の減衰定数を

求めることができる（図－別紙４－１）。 

 

 

 

(振幅比) 
3

2

2

1

y

y

y

y
d  

 

2

2

ln
1

2

ln





















dd
h  

図－別紙４－１ 減衰定数の算出方法(自由振動波形からの減衰定数の算定方法) 
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別紙－５ 水および燃料体の体数が減衰定数に与える影響 

 

水および燃料体の体数による減衰定数への影響を確認するため，以下の条件にて正

弦波掃引試験をおこなった（表－別紙５－１）。水の影響を確認するため，燃料ラック

単体（燃料体 0%）で気中と水中それぞれで，試験をおこなった。燃料体の影響を確認

するため，燃料体の体数を変えて試験をおこなった。 

 

表－別紙５－１ 水及び燃料体数の影響評価に用いた試験条件 

No. 試験方法 方向 入力加速度 気中/水中 燃料体 備考 

1 

正弦波掃引試験 

短辺 

1m/ s2 

気中 0% 減衰定数をハ

ーフパワー法

により算出

（別紙－３） 

2 水中 0% 

3 水中 50% 

4 水中 100% 

5 

長辺 

気中 0% 

6 水中 0% 

7 水中 100% 

 

試験結果を図－別紙５－１に示す。 

燃料体 0%における気中および水中の試験結果を比較すると，流体付加減衰効果によ

り減衰定数が大きくなる。また，水中で燃料体が 0%，50%，100%と増加するに従って，

燃料体の衝突による減衰の増加により減衰定数が増加することがわかる。 
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   図－別紙５－１ 水および燃料体の体数が減衰定数に与える影響[2]より抜粋 

減
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別紙－６ 正弦半波加振試験における振動台の影響について 

 

正弦半波加振におけるラック頂部および振動台上の加速度時刻歴波形を図－別紙６－１

に示す。振動台上加速度応答波形において，正弦半波加振入力後の台上応答加速度は，ラッ

ク頂部加速度に比べて無視できるほど小さいことがわかる。なお，振動台上応答加速度がほ

ぼゼロとなる時点からラック頂部応答加速度の自由減衰波形として減衰定数を求めている。 

 

 

図－別紙６－１ 燃料ラックの自由振動波形と減衰定数 

（振動台による半波突印加振） 
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原子炉本体基礎の非線形特性について 
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1 目的 

柏崎刈羽原子力発電所第 6 号炉及び 7 号炉の原子炉本体基礎（以下，「RPV ペデスタル」

という。）は，いずれも鋼板円筒殻の内部にコンクリートを充填した構造となっており，既

工認の耐震設計では，RPV ペデスタルは線形仮定をおいて地震応答解析を実施している。 

 

しかしながら，地震による建屋の変形が大きく，その弾塑性特性に応じて剛性が低下し

た場合には，建屋と並列ばねを形成する RPV ペデスタルが，解析上，大きな力を負担する

ことになる。そこで，既往の試験結果を参考にして，RPV ペデスタルの地震時の挙動を実態

に合わせる弾塑性モデル化手法を検討した。 

 

RPV ペデスタル弾塑性モデル化手法の検討では，鋼板コンクリート構造耐震設計技術指針

JEAG4618-2005[1]（以下，「SC指針」という。）の評価式を参考に RPV ペデスタル固有の構造

特性を考慮した検討を行う。RPV ペデスタル弾塑性モデル化検討のフローを図 1-1 に示す。

なお，RPV ペデスタルの弾塑性モデル化とは，地震応答解析モデルに用いる部材モデルの曲

げモーメント―曲率関係及びせん断力―せん断変形角関係に係る復元力特性（スケルトン

カーブ及び履歴特性）を弾塑性特性を考慮してモデル化することをいう。 
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図 1-1 RPV ペデスタル弾塑性モデル化の検討フロー 

  

既往試験の成果の確認（3項） ・RPV ペデスタル固有の構造特性の把握(2項) 

・SC 指針の適用範囲の確認(4.1 項) 

・SC 指針からの変更点(4.2 項) 

・スケルトンカーブの設定(4.2 項) 

・履歴特性の設定(5.2 項) 

・履歴特性の比較・検証(5.2 項) 

・荷重－変形特性の比較・検証(5.1 項) 
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2 構造の説明 

2.1 RPV ペデスタルの構造 

RPV ペデスタルは，原子炉圧力容器（RPV）を支持する他，原子炉遮蔽壁，ダイヤフラム

フロアを支持する円筒状の構造物である。RPV ペデスタルの概略図を次ページに示す。（図

2.1-2） 

RPV ペデスタルの主要構造は，内外の円筒鋼板とそれらを一体化するための放射状のたて

リブ鋼板（隔壁），及びブラケットの支持部である水平配置の鋼板で構成され，内部にコン

クリートを充填している。RPV ペデスタル内には，上部ドライウェル（U/D）と下部ドライ

ウェル（L/D）を連絡する連通孔（コネクティングベント開口）を設けてある。また，RPV

ペデスタルにはベント管を内蔵している。 

 

RPV ペデスタルのコンクリートとそれを挟む内外鋼板，たてリブ鋼板（隔壁）及び水平鋼

板は一体として挙動する構造であり SC指針に示される隔壁構造に相当する。（図 2.1-1） 

 

（[1]より引用） 

図 2.1-1 SC 構造の各種構造形式（例） 

 

2.2 RPV ペデスタル応力評価の概要 

RPV ペデスタルの内部にはコンクリートが充填されていることから，地震応答解析では内

部コンクリートの効果を考慮した剛性を設定し，応答荷重を求める。 

RPV ペデスタルは，これに直接作用する荷重の他に，原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び

ダイヤフラムフロアより伝達される荷重に対して，鋼板のみで十分な強度を有するように

設計する。すなわち，設計では鋼板のみの FEM 解析モデルから応力算定を行ない，各荷重

による応力の組合せが鋼構造設計基準に基づく許容値以内に収まることを確認し，断面検

討を行う。RPV ペデスタル円筒鋼板部の設計フローを図 2.2-1 に示す。  
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図 2.1-2 RPV ペデスタル概略図  
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図 2.2-1 RPV ペデスタル円筒鋼板部の設計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RPVペデスタル円筒鋼板部の部材設定 

FEM解析モデル 

水平地震荷重 ○死荷重 

○運転時荷重 

(圧力/配管/SRV) 

○事故時荷重 

(圧力/配管/動荷重(CO/CH)) 

○ジェット力 

(圧力/ジェット力/プールスウェル) 

R/B動解 

RPV-PCV系動解 

せん断力/モーメント 

鉛直地震荷重 

(自重+その他の機器荷重)×鉛直震度 

RPV自重×鉛直震度 

荷重評価分類 

固定荷重解析 圧力荷重解析 温度荷重解析 地震荷重解析 

各成分応力算定 

応力組合せ 

応力組合せ 

断面検討 

終了 

地震応答解析モデルにおける RPV ペ

デスタル弾塑性復元力特性の設定 

水平地震荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RPVペデスタル円筒鋼板部の部材設定 

FEM解析モデル 

水平地震荷重 ○死荷重 

○運転時荷重 

(圧力/配管/SRV) 
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(圧力/ジェット力/プールスウェル) 
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応力組合せ 

断面検討 

終了 

RPV-RCCV 系 
地震応答解析 
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3 既往試験の成果 

(1) 試験の概要 

改良型沸騰水型原子炉（以下「ABWR」という。）の RPV ペデスタルは，ベント管が埋め込

まれている構造上の特徴を有している。ABWR の開発にあたり，RPV ペデスタルの荷重－変

位特性を把握するため，実機を模擬した 1/10 縮尺試験体を用いて静的加力試験[2]（以下

「1/10 縮尺試験」という。）を行っている。試験体と加力装置の概要を図 3(1)-1 に示す。 

試験体は，ＰＣ鋼棒を介してベースプレートにプレストレス力を作用させており，測定

データがベースプレートの変形の影響を受けないようにしている。 

試験体頂部に水平力を加え，基礎スラブを不動点として全体変形δ（＝δs（せん断変形）

＋δM（曲げ変形））とδMを測定している。 

加力レベルは，弾性範囲，設計荷重，設計荷重の 1.5 倍，鋼板降伏レベルを経て，荷重

降下に至るレベルまで加力した。 

 

(2) 縮尺 1/10 試験体及び実機の諸元並びに実機への適用性 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び７号炉と縮尺 1/10 試験体に関する RPV ペデスタルの仕様

を表 3(2)-1 に示す。表に示すとおり縮尺 1/10 試験体の寸法は柏崎刈羽原子力発電所 6号

及び７号炉の 1/10 程度で形状に差異が無いこと，各構造物の個数及び配置については同様

であること及び鋼材の材質に違いはあるもののどちらも炭素鋼であり得られる荷重－変位

特性に影響を与えるものではないことから，縮尺 1/10 試験体による試験結果は実機へ適用

可能である。 

また，スケール効果の観点では実機を縮尺した場合の試験体に用いるコンクリートのう

ち骨材寸法の影響が考えられる。この影響については，参考文献(4)において骨材寸法の差

が復元力特性に与える影響は少なく，実用上無視できることが確認されている。 

 

(3) 試験結果の概要 

1/10 縮尺試験で得られた加力変位特性を図 3(3)-1 に示す。本検討では，スケルトンカ

ーブの設定を行う際に，RPV ペデスタルの鋼板が降伏に至るまでの範囲を検討対象として

参照する。 

また，試験終了後に，試験体鋼板をはがし内部コンクリートの亀裂及び破壊状況を確

認した結果を図 3(3)-2 に示す。本検討では，コンクリートせん断ひび割れ後の圧縮力の

負担性状の検討の際に参照する。 
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図 3(1)-1 RPV ペデスタルの 1/10 縮尺試験体と加力装置の概要 

（[2]より引用，加筆） 

 

  

PC 鋼棒 

赤丸部は，ＰＣ鋼棒がベー

スプレートを押さえつけ

て設置されている部分を

示す。 
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表 3(2)-1 RPV ペデスタル及び 1/10 縮尺試験体の仕様 

項目 柏崎刈羽原子力発電

所 6号炉及び７号炉 

1/10 縮尺試験体 

二重円筒部（内

筒及び外筒鋼

板） 

高さ(mm) 20500 2030 

厚さ(mm) 1700 170 

内筒鋼板の内径(mm) 5300 530 

外筒鋼板の外径(mm) 7000 700 

内筒及び外筒鋼板の

板厚(mm) 

30 3.2 

たてリブ 板厚(mm) 25 2.3 

個数 20 20 

配置（角度） 18° 18° 

開口部 高さ×幅(mm) 3800×2200 378×220 

ベント管 内径(mm) 1200 120 

個数 10 10 

配置(角度) 36° 36° 

材質 鋼材 SPV490 SS400 

コンクリート 

圧縮強度 (kg/cm2) 

300 236 
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図 3(3)-1 1/10 縮尺試験で得られた加力変位特性 

（[2]に加筆） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

QD：設計水平地震力 

δy：降伏変形 
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注： 点線は，鉛直・水平リブ。 

 実線は，ひび割れ。 

  斜線部分は，コンクリート脱落。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3(3)-2 最終破壊状況 

（[2]に加筆） 
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4 復元力特性の設定 

4.1 SC 指針の適用範囲 

SC 構造の弾塑性特性の設定方法は，SC 指針に示されている。一般に SC 構造と呼称され

る構造は，鋼板とコンクリートの一体化と表面鋼板の座屈拘束のためにスタッド方式，リ

ブ方式及び隔壁方式が用いられている。SC 指針では，これらのうち，頭付スタッド（以下，

「スタッド」と略記）により鋼板とコンクリートが一体に挙動し，ともに外力に抵抗する

ことを前提としたスタッド方式による SC 構造板部材を基本として記載されている。SC 構造

の各種構造形式を図 4.1-1 に示す。 

 

SC指針の適用対象となる建物・構築物としてRPVペデスタルは適用範囲内とされている。

ただし，SC 指針はスタッド方式の SC 構造を代表として記載しているのに対し，RPV ペデス

タルは隔壁方式に相当することから，復元力特性の設定にあたっては，RPV ペデスタルの構

造形式を考慮した上で SC指針記載の評価式を補正する必要がある。 

 

（[1]より引用） 

図 4.1-1 SC 構造の各種構造形式（例） 
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4.2 スケルトンカーブ 

(1) RPV ペデスタルのモデル化 

本検討では，鋼板が降伏に至るまでの範囲を検討対象とし，６号炉の RPV ペデスタルを

代表例として示す。 

RPV ペデスタルは隔壁方式の SC 構造であり，図 4.2(1)-1 に示すように下部ペデスタルと

上部ペデスタルに大別できる。さらに，上部ペデスタルは中間鋼板を含む断面形状の違い

から，以下に示す３部位に細分類できる。 

 

①下部ペデスタル 

②上部ペデスタル 

・RPV 支持点上部 

・RPV 支持点下部 

・ベント取入孔部 

 

地震応答解析モデルに用いる下部ペデスタルと上部ペデスタルを構成する各部材は，図

4.2(1)-1 に示す質点を繋いだものである。例えば，下部ペデスタルは，質点番号 1～7の各

質点を繋ぐ曲げ変形及びせん断変形を考慮した６要素でモデル化している。 

上部ペデスタルは，質点番号 7～11 の各質点を繋ぐ曲げ変形及びせん断変形を考慮した

４要素から構成され，RPV 支持点上部では２要素，RPV 支持点下部では１要素及びベント取

入孔部では１要素でモデル化している。RPV ペデスタルの各断面における主要寸法を表

4.2(1)-1 に示す。 

 

RPVペデスタル実機の構造を踏まえたSC指針からの変更点のまとめを表4.2(1)-2に示す。 
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RPV 支持点下部 
  

ベント取入孔部 

  

外筒鋼板 

（t=30） 

中間鋼板 

（t=30） 
連通孔 

連通孔 

外筒鋼板 

(ｔ＝30) 

 内筒鋼板 

（t=30） 

 図 4.2(1)-1  RPV ペデスタルと地震応答解析モデルの対応 
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表 4.2(1)-1 RPV ペデスタル各断面における主要寸法まとめ（６号炉） 

項目 個数(配置) 寸法 

上部 

ペデスタル 

RPV 支持点

上部 

連通孔なし 円筒鋼板 4（中間鋼板含

む） 

内径：9440mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

連通孔あり 円筒鋼板 4（中間鋼板含

む） 

内径：9440mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

連通孔 10（18°おきに

開口部（連通孔）

と無開口部が連

続する構造） 

－ 

RPV 支持点

下部 

連通孔なし 円筒鋼板 3（中間鋼板含

む） 

内径：10600mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

連通孔あり 円筒鋼板 3（中間鋼板含

む） 

内径：10600mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

連通孔 10（18°おきに

開口部（連通孔）

と無開口部が連

続する構造） 

－ 

ベント 

取入孔部 

ベント取入

孔なし 

円筒鋼板 3（中間鋼板含

む） 

内径：10600mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

ベント取入

孔あり 

円筒鋼板 1（外筒のみ） 外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

ベント 

取入孔部 

10（18°おきに

開口部（ベント

取入孔）と無開

口部が連続する

構造） 

－ 

下部 

ペデスタル 

円筒鋼板 2 内径：10600mm 

外径：14000mm 

板厚：30mm 

隔壁 20（18°） 板厚：25mm 

ベント管 10（36°） 内径：1200mm 
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表 4.2(1)-2 RPV ペデスタル実機の構造を踏まえた SC指針からの変更点のまとめ 

変形特性 折れ点 SC 指針 構造反映後の評価式（補正式） 変更理由 

下部ペデスタル 上部ペデスタル 

曲げ変形 第 1折点 M1=Ze・(ft+v) 

ただし，ft= B38.0  

M1=Ze・v M1=Ze・(0.5ft+v) 

ただし，ft= B38.0  

注 2，注 3 

1=M1/(Ec・Ie) SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

第 2折点 

 

M2=My 

2=y 

SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

履歴特性 最大点指向型 SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

せん断変形 第 1折点 Q1=(Ac+(Gs/Gc)・As)・cr 

1=cr/Gc 

SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

ただし， )31.0(31.0 vBBcr   ・  

 

 

 

 

 

 

ただし， )31.0(31.05.0 vBBcr   ・  
SC 指針から変更なし 注 4 

第 2折点 

 

 

 

 

SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

 

 

Ｋ：SC 指針の参考資料 1に基づき設定 Ｋ：SC 指針の参考資料 1に基づき設定 注 5 

履歴特性 最大点指向型 SC 指針から変更なし SC 指針から変更なし  

注： 

1. 記号は SC指針と同じ。 

2. 下部ペデスタルはコンクリート部がベースプレートにて完全に分断されておりコンクリート部の引張による抵抗が期待できないため ft=0 とした。 

3. 上部ペデスタルはコンクリート部断面積のうち約 1/2 がコンクリート打設孔により連続しているためコンクリート部の引張による抵抗は 0.5ftを考慮した。 

4. 下部ペデスタルはベント管開口の平均的な応力集中を考慮し，せん断ひびわれ強度τcrに 0.5 を乗じた。 

5. SC 指針におけるＫ（＝ひび割れ後の鋼板の一体効果を考慮したコンクリートの有効せん断剛性）はコンクリートの圧縮ストラット角度をθ＝45°と仮定して簡略化された評価式を記載している。RPV ペデスタル

の既往の試験結果を踏まえ，SC 指針の参考資料 1に示される釣り合い式を用い，実際のθに合わせた値を設定した。 

 

Ａｃ ：コンクリートのせん断断面積(mm2) 

Ａｓ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

Ｇｓ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

Ｇｃ ：コンクリートのせん断弾性係数(N/mm2) 

τｃｒ ：コンクリートのせん断ひび割れ強度(N/mm2) 

σＢ ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)(＝ペデスタルコンクリートの設計基準強度＝29.4(N/mm2)) 

σｖ ：鋼板を考慮したコンクリートの鉛直方向軸応力度(N/mm2)（＝ペデスタル及びペデスタルが支持

する機器の死荷重によるペデスタル鉛直方向の軸応力度） 

Ａｃ ：コンクリートのせん断断面積(mm2) 

Ａｓ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

Ｇｓ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

Ｅｃ’ ：コンクリートのひび割れを考慮したヤング係数(N/mm2) 

Ｅｓ ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

νｓ ：鋼板のポアソン比 

σy ：鋼板の降伏点強度(N/mm2) 

Ｋα ：鋼板のせん断剛性（＝Ａｓ・Ｇｓ） 

Ｋβ ：ひびわれ後の鋼板による拘束効果を考慮したコンクリートの有効

せん断剛性 

Ｚｅ ：鋼板を考慮したコンクリートの断面係数(mm3) 

σv ：鋼板を考慮したコンクリートの鉛直方向軸応力度(N/mm2) 

ｆｔ ：コンクリートの曲げ引張強度(N/mm2) 

σB ：コンクリートの圧縮強度で，設計基準強度 Fc を用いて良い(N/mm2) 

Ｅｃ ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ｉｅ ：鋼板を考慮したコンクリートの断面２次モーメント(mm4) 
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(2) 曲げに関する弾塑性モデル化 

a． SC 指針の曲げ変形に対するスケルトンカーブ 

SC 指針に示された曲げ変形に対するスケルトンカーブは，曲げモーメント M と曲率φと

の M-φ関係を以下に示す状態を考慮して算定する（図 4.2(2)-1 参照）。 

 

① コンクリートの曲げひび割れによる剛性の変化（第１折点） 

② 鋼板の降伏による剛性の変化（第２折点） 

 

SC 指針記載内容の抜粋を以下に示す。 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の 

参照範囲 
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図 4.2(2)-1 曲げ変形に対するスケルトンカーブ 

（[1]より引用） 

 

  

今回の参照範囲 
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b． 下部ペデスタルの曲げ変形に対するスケルトンカーブ 

上記ａ．項に示す SC指針の記載内容に基づき RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した

点及び反映後の評価式を以下に示す。スケルトンカーブを図 4.2(2)-6 に示す。 

 

図 4.2(2)-2 に示すとおり，下部ペデスタルの曲げモーメントが大きくなると引張側の死

荷重による圧縮応力度がゼロとなり（第１折点），さらに大きくなると圧縮側のコンクリー

トと鋼板及び引張側の鋼板が曲げに抵抗し，引張側の鋼板が降伏することで第２折点に到達

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2(2)-2 下部ペデスタル曲げ変形の各状態（イメージ） 

 

(i) RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点 

（第１折点） 

RPV ペデスタルの地震応答解析モデル作成時における部材断面性能の設定時においては，

コンクリートの剛性はベント管などの開口欠損を考慮した断面積に基づいて性能評価して

いる。 

下部ペデスタルは，図 4.2(2)-3（赤破線囲み）に示すようにコンクリート部がベースプ

レートにて完全に分断されていることから，コンクリートの引張強度 ftは無視する。 

 

（第２折点） 

SC 指針から変更なし 

  

死荷重による

圧縮応力度σｖ σｖ＝０ 

Ｍ１ 

Ｍ２ 

引張側の外側

鋼板が降伏 

圧縮側 引張側 圧縮側 引張側 

内筒鋼板 外筒鋼板 
コンクリート 

第１折点 

 

第２折点 
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(ii) 反映後の評価式 

（第１折点） 

・ Ｍ１＝Ｚｅ・σv 

・ φ１は初期剛性とＭ１の交点（φ１＝Ｍ１／（Ｅｃ・Ｉｅ）） 

注）下部ペデスタルはコンクリート部がベースプレートにて完全に分断されておりコ

ンクリート部の引張による抵抗が期待できないため ft=0 となる。 

 

Ｚｅ：鋼板を考慮したコンクリートの断面係数(mm3) （＝Ｉｅ／（Ｄ／２）） 

 Ｄ／２：中心から最外縁までの距離（Ｄは最外直径） 

σv：鋼板を考慮したコンクリートの鉛直方向軸応力度(N/mm2) 

（ペデスタル及びペデスタルが支持する機器の死荷重によるペデスタル鉛直方向の

軸力）／（（各鋼板の断面積の和）×（Ｅｓ／Ｅｃ）＋（開口欠損を考慮したコンク

リート部の断面積）） 

Ｅｃ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ｅｓ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

Ｉｅ：鋼板を考慮したコンクリートの断面２次モーメント(mm4) 

（各鋼板の断面２次モーメントの和）×（Ｅｓ／Ｅｃ）＋（開口欠損を考慮したコン

クリート部の断面２次モーメント） 

 

第１折点は，ペデスタル円筒の曲げ引張側の死荷重による圧縮応力(σｖ)がゼロとなる時

点のＭ及びφを表している。 

  

(第２折点) 

・ Ｍ２＝Ｍｙ 

・ φ２は Ｍｙ 到達時のφｙ 

 

第２折点は，ペデスタル円筒の曲げ引張側の鋼板が降伏する時点のＭ及びφを表してい

る。 

 

第２折点の曲げモーメントＭ及び曲率φは，断面の平面保持を仮定し、鋼板部の引張応

力が降伏状態となる場合の応力（ひずみ）分布を中立軸を変えながら収束計算し、収束す

る際のＭｙ及びφ２を求める。 
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表4.2(2)-1 実機下部ペデスタルの構造を踏まえた曲げ変形特性におけるSC指針からの変

更点のまとめ 

 

  

変形特性 折れ点 SC 指針 反映後の評価式 

（補正式） 

RPV ペデスタル固有の構造

特性を反映した点 

曲げ変形 第１折点 M1=Ze・(ft+v) 

ただし， 

ft= B38.0  

M1=Ze・v 下部ペデスタルはコンクリ

ート部がベースプレートに

て完全に分断されておりコ

ンクリート部の引張による

抵抗が期待できないため

ft=0 とした。 

1=M1/(Ec・Ie) SC 指針から変更なし  

第 2折点 

 

M2=My 

2=y

SC 指針から変更なし  
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図 4.2(2)-3 RPV ペデスタルの脚部 

[コンクリートがベースプレートにて分断されている箇所を赤破線で示す] 

  

T.M.S.L. -8200 
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c． 上部ペデスタルの曲げ変形に対するスケルトンカーブ 

上記ａ．項に示す SC指針の記載内容に基づき RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した

点及び反映後の評価式を以下に示す。スケルトンカーブを図 4.2(2)-6 に示す。 

 

 図 4.2(2)-4 に示すとおり，上部ペデスタルの曲げモーメントが大きくなると引張側のコ

ンクリートは引張側の死荷重による圧縮応力度がゼロとなった後も引張に抵抗し，コンク

リート引張応力が引張強度に到達してひび割れが発生する（第１折点）。さらに大きくなる

と圧縮側のコンクリートと鋼板及び引張側の鋼板が曲げに抵抗し，引張側の鋼板が降伏す

ることで第２折点に到達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2(2)-4 上部ペデスタル曲げ変形の各状態（イメージ） 

 

(i) RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点 

（第１折点） 

・ RPVペデスタルの地震応答解析モデル作成時における部材断面性能の設定時においては，

コンクリートの剛性はベント管等の開口欠損を考慮した断面積に基づいて性能評価する。 

・ 水平鋼板によるコンクリートの分断を考慮するが，コンクリート断面積のうち約 1/2 が

コンクリート打設孔により連続していると仮定する。図 4.2(2)-5 にコンクリート打設孔

の概念図を示す。 

 

（第２折点） 

SC 指針から変更なし 

 

 

 

コンクリート引

張応力が引張強

度に到達（ひび

割れ発生） 
Ｍ１ 

Ｍ２ 

コンクリート 

第１折点 

 

第２折点 

 

死荷重による

圧縮応力度σｖ 

引張側の外側

鋼板が降伏 

圧縮側 引張側 圧縮側 引張側 

内筒鋼板 外筒鋼板 
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(ii) 反映後の評価式 

（第１折点） 

・ Ｍ１＝Ｚｅ・（0.5ft*1+σv） 

・ φ１は初期剛性とＭ１の交点（φ１＝Ｍ１／（Ｅｃ・Ｉｅ）） 

注）*1：コンクリート断面積のうち約 1/2 がコンクリート打設孔により連続している

と仮定し，コンクリートの曲げ引張強度 ftに 0.5 を乗じる。 

 

Ｚｅ：鋼板を考慮したコンクリートの断面係数(mm3) （＝Ｉｅ／（Ｄ／２）） 

 Ｄ／２：中心から最外縁までの距離（Ｄは最外直径） 

σv：鋼板を考慮したコンクリートの鉛直方向軸応力度(N/mm2) 

（ペデスタル及びペデスタルが支持する機器の死荷重によるペデスタル鉛直方向の

軸力）／（（各鋼板の断面積の和）×（Ｅｓ／Ｅｃ）＋（開口欠損を考慮したコンク

リート部の断面積）） 

ｆｔ：コンクリートの曲げ引張強度(N/mm2)（＝0.38√σB） 

σＢ ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

ペデスタルコンクリートの設計基準強度＝29.4(N/mm2) 

Ｅｃ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ｅｓ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

Ｉｅ：鋼板を考慮したコンクリートの断面２次モーメント(mm4) 

（各鋼板の断面２次モーメントの和）×（Ｅｓ／Ｅｃ）＋（開口欠損を考慮したコン

クリート部の断面２次モーメント） 

 

第１折点は，ペデスタル円筒の曲げ引張側のコンクリート部にひび割れが生じる点のＭ

及びφを表している。 

 

（第２折点） 

・ Ｍ２＝Ｍｙ 

・ φ２はＭｙ到達時のφｙ 

 

第２折点は，ペデスタル円筒の曲げ引張側の鋼板が降伏する時点のＭ及びφを表している。 

 

第２折点の曲げモーメントＭ及び曲率φは，断面の平面保持を仮定し、鋼板部の引張応

力が降伏状態となる場合の応力（ひずみ）分布を中立軸を変えながら収束計算し、収束す

る際のＭｙ及びφ２を求める。 
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表4.2(2)-2 実機上部ペデスタル円筒の構造を踏まえた曲げ変形特性におけるSC指針から

の変更点のまとめ 

 

  

変形特性 折れ点 SC 指針 反映後の評価式 

（補正式） 

RPV ペデスタル固有の構造

特性を反映した点 

曲げ変形 第１折点 M1=Ze・(ft+v) 

ただし， 

ft= B38.0  

M1=Ze・(0.5ft+v) 

ただし， 

ft= B38.0  

上部ペデスタルはコンクリ

ート部断面積のうち約 1/2

が打設孔により連続してい

るためコンクリート部の引

張による抵抗は 0.5ft を考

慮した。 

1=M1/(Ec・Ie) SC 指針から変更なし  

第 2折点 

 

M2=My 

2=y

SC 指針から変更なし  
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図 4.2(2)-5 上部 RPV ペデスタルの断面（一部） 

[赤線部がコンクリート打設孔を示す] 

 

  

A-A 断面 

A A 
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（ａ）NS 方向 

 

（ｂ）EW 方向 

図 4.2(2)-6 曲げモーメント－曲率関係 

（鋼板降伏点である第 2折点までを算定） 

0
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40
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80

0 1 2 3

上部ペデスタル（RPV支持点上部）
上部ペデスタル（RPV支持点下部）
上部ペデスタル（ベント取入孔部）
下部ペデスタル

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
M（

×
10

5
kN
m
）

曲率φ（×10-4/m）

0
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40
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80

0 1 2 3

上部ペデスタル（RPV支持点上部）
上部ペデスタル（RPV支持点下部）
上部ペデスタル（ベント取入孔部）
下部ペデスタル

曲
げ
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ー
メ
ン
ト
M（

×
10

5
kN
m
）

曲率φ（×10-4/m）

⑨－⑩ 

⑩－⑪ 

⑧－⑨ 

③－⑦ 

⑦－⑧ 

①－②，

②－③ 

⑨－⑩ 

⑩－⑪ 

⑧－⑨ 

③－④，⑥－⑦ 

⑦－⑧ 

①－②，②－③ 

④－⑤，⑤－⑥ 

丸数字は質点番号を示す 

（次ページ参照） 
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1   

2   

3   
4   

5   

6   

7   
8   

9 

10 

  

11 

  

下
部
ペ
デ
ス
タ
ル

 
 
 

上
部
ペ
デ
ス
タ
ル

   

RPV 支持点上部 
  

RPV 支持点下部 
  

ベント取入孔部 

  

外筒鋼板 

（t=30） 

中間鋼板 

（t=30） 
連通孔 

連通孔 

外筒鋼板 

(ｔ＝30) 

 内筒鋼板 

（t=30） 

 図 4.2(2)-7  RPV ペデスタルと地震応答解析モデルの対応 

Ｎ Ｓ 

Ｗ 

Ｅ 

原子炉圧力容器 

基礎ボルト 

9440 

T.M.S.L-8200  

14000 

内筒鋼板 

（t=30） 

たてリブ鋼板 

（隔壁） 

（t=25） 

14000 

10600 

中間鋼板 

（t=30） 

外筒鋼板 

（t=30） 

外筒鋼板 

(ｔ＝30) 

 

ベント取入孔部 

Ｃ－Ｃ断面 
内筒鋼板 

（t=30） 

内筒鋼板 

（t=30） 

14000 

10600 

14000 

10600 

たてリブ鋼板 

（隔壁） 

（t=25） 

Ｄ－Ｄ断面 

ベント管 

たてリブ鋼板（隔壁） 
（t=25） 

たてリブ鋼板（隔壁） 
（t=25） 

中間鋼板 
（t=30） 

（図 4.2(1)-1 再掲） 

Ｃ Ｃ 

Ｄ Ｄ 
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(3) せん断に関する弾塑性モデル化 

a． SC 指針のせん断変形に対するスケルトンカーブ 

SC 指針に示されたせん断変形に対するスケルトンカーブは，せん断力 Q とせん断ひずみ

γとの Q-γ関係を以下に示す状態を考慮して算定する（図 4.2(3)-1 参照）。 

 

① コンクリートのせん断ひび割れによる剛性の変化（第１折点） 

② 鋼板の降伏による剛性の変化（第２折点） 

 

 

以下，SC指針記載内容の抜粋。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今回の 

参照範囲 
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図 4.2(3)-1 せん断変形に対するスケルトンカーブ 

（[1]より引用） 

 

  

今回の参照範囲 
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b． 下部ペデスタルのせん断変形に対するスケルトンカーブ 

上記ａ．項に示す SC指針の内容から RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点及び反

映後の評価式を以下に示す。スケルトンカーブを図 4.2(3)-6 に示す。 

 

 図 4.2(3)-2 に示すとおり，下部ペデスタルのせん断力が大きくなるとコンクリートのせ

ん断応力がひび割れ強度τｃｒに到達してせん断ひび割れが発生する（第１折点）。第１折点

でコンクリートにひび割れが発生した後もコンクリートは圧縮方向（ひび割れ角度θの方

向，コンクリートのひび割れの方向は圧縮方向と同じ）にのみ抵抗する弾性体（異方性弾

性体）として挙動し，コンクリートのひび割れにより体積が膨張する効果を鋼板が拘束し，

コンクリートと鋼板が一体となってせん断力に抵抗する。さらに大きくなると鋼板の応力

が降伏点強度σｙに到達し第２折点に到達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2(3)-2 下部ペデスタルせん断変形の各状態（イメージ） 

  

Ｑ１ Ｑ２ 
内筒鋼板 外筒鋼板 

コンクリート 

コンクリート

のせん断ひび

割れ発生 

コンクリート

のせん断応力

がひび割れ強

度τｃｒに到達 

コンクリート 鋼板 

鋼板の応力

が降伏点強

度σｙに到達 

＋ ＋ 

＋ コンクリート 鋼板 ＋ 

ひび割れ後もコンクリー

トは圧縮方向にのみ抵抗 

θ 

第１折点 

 

第２折点 

 



3-3-31 

 

(i) RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点 

（第１折点) 

せん断ひび割れ強度については，ペデスタルの二重円筒，たてリブ及ベント管を埋め込

んだ複雑な構造であることからベント管周りのコンクリート部も実際には複雑な応力状

態を形成していると考えられる。このようにベント管開口周りのコンクリート部に応力が

集中する影響を考慮して，せん断ひび割れ強度に 0.5 を乗じる。 

 

（第２折点) 

・SC 指針本文の記載式は，コンクリートと鋼板がスタッドボルトを介して一体化されてい

るために，コンクリートの圧縮ストラットθを 45度とした場合の評価式が，代表として

記載されている。θが 45度以外の角度となる場合は，SC 指針の参考資料 1及びその根拠

となる参考文献(1)のような基礎式に戻ってθを入力することにより，第２折点のせん断

剛性が算出できる。すなわち，第２折点の算出は，SC 指針の基本的な考え方は変更して

おらず，コンクリートの圧縮ストラットθに RPV ペデスタルの構造に合せた角度を入力

することでせん断剛性を算出する。 

・ここで RPV ペデスタルのコンクリートの圧縮ストラットθは次のように考えることがで

きる。RPV ペデスタルの既往の試験結果を踏まえると，水平リブによるトラス機構よりも

たてリブ（隔壁）間のアーチ機構の影響が大きい。すなわち，図 4.2(3)-4 に示される RPV

ペデスタルの実験結果におけるコンクリートひび割れの傾向を見ると，水平リブから多

数のひび割れが発生するような傾向（トラス機構）ではなく，コンクリート柱の対角方

向に概ね一本のひび割れが発生するような傾向（アーチ機構）に近いことが分かる。従

って，圧縮ストラット角度θを図 4.2(3)-4 に示すように鉛直リブで隔てられたベント管

開口部と一般部に分けてθを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2(3)-3 アーチ機構とトラス機構の概念図 

  

黒太線：縦リブ（隔壁） 

黒点線：水平リブ 

赤線：コンクリートひび割れ 

水平力 

アーチ機構 トラス機構 

水平力 
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(ii) 反映後の評価式 

（第１折点) 

・ Ｑ１＝（ＡＣ+（ＧＳ/ＧＣ）・ＡＳ）・τcr 

・ γ１＝τcr/ＧＣ 

ただし，  *10.5 × 0.31 0.31cr B B V       

注）*1：せん断ひび割れ強度については，ペデスタルの二重円筒，たてリブ及ベント管

を埋め込んだ複雑な構造であることからベント管周りのコンクリート部も実際

には複雑な応力状態を形成していると考えられる。このようにベント管開口周

りのコンクリート部に応力が集中する影響を考慮して，せん断ひび割れ強度に

0.5 を乗じることで 5項に示す実験結果とよく一致することを確認している。 

 

Ａｃ  ：コンクリートのせん断断面積(mm2) 

Ａｓ  ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

Ｇｓ  ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

Ｇｃ  ：コンクリートのせん断弾性係数(N/mm2) 

Ｅｃ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ｅｓ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

τｃｒ ：コンクリートのせん断ひび割れ強度(N/mm2) 

σＢ  ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

ペデスタルコンクリートの設計基準強度＝29.4(N/mm2) 

σv   ：鋼板を考慮したコンクリートの鉛直方向軸応力度(N/mm2) 

（ペデスタル及びペデスタルが支持する機器の死荷重によるペデスタル鉛直方向

の軸力）／（（各鋼板の断面積の和）×（Ｅｓ／Ｅｃ）＋（コンクリート部の断

面積）） 

 

第１折点は，ペデスタルのコンクリートと鋼板を考慮したせん断断面積（コンクリートの

せん断断面積Ａｃ及びそれと等価なペデスタル鋼板のせん断断面積（ＧＳ/ＧＣ）・ＡＳの和）

にコンクリートのせん断ひび割れ強度τｃｒを乗じた値，すなわちペデスタルコンクリート

部にせん断ひび割れが発生する点のＱ，γを表している。 
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(第２折点) 

 

 

 

 

Ａｓ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

Ｇｓ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

Ｋα：鋼板のせん断剛性 

Ｋβ：ひび割れ後の鋼板による拘束効果を考慮したコンクリートの有効せん断剛性 

σy：鋼板の降伏点強度(N/mm2) 

 

第１折点でコンクリートにひび割れが発生した後もコンクリートは圧縮方向（ひび割れ

角度θの方向）にのみ抵抗する弾性体（異方性弾性体）として挙動し，鋼板と共に外力に

抵抗する。コンクリートのひび割れにより体積が膨張する効果を鋼板が拘束するため，コ

ンクリートと鋼板の内力のつり合いを考慮したせん断剛性Ｋβを算出する。 

SC 指針本文の記載式は，コンクリートと鋼板がスタッドボルトを介して一体化されてい

るために，コンクリートの圧縮ストラットθを 45度とした場合の評価式が，代表として記

載されている。θが 45度以外の角度となる場合は，SC指針の参考資料 1及びその根拠とな

る参考文献(1)のような基礎式に戻ってθを入力することにより，第２折点のせん断剛性が

算出できる。すなわち，第２折点の算出は，SC 指針の基本的な考え方は変更しておらず，

コンクリートの圧縮ストラットθに RPV ペデスタルの構造に合せた角度を入力することで

せん断剛性を算出する。 

具体的には SC指針の参考資料 1及び下に示す参考文献(1)における算出式を用いて， 

ｃＱ＝Ｋβ・γ，δ＝Ｈ・γの関係よりＫβを算出する。 

 

cQ =
(𝑐𝑜𝑠𝜃)2

2 [
1 − 𝑐𝜈2

𝑐𝐸・𝑐𝑡・𝑠𝑖𝑛2𝜃
+

1

2・𝑠𝐸
(𝐶1 + 𝐶2)]

・𝛿 

C1 = L・cosθ(
𝑐𝑜𝑠𝜃

𝑠𝐴𝑥
−
𝑠𝑖𝑛𝜃

𝑠𝐴𝑦
𝑠𝜈) 

C2 = H・sinθ(
𝑠𝑖𝑛𝜃

𝑠𝐴𝑦
−
𝑐𝑜𝑠𝜃

𝑠𝐴𝑥
𝑠𝜈) 

ここで， 

cQ ：コンクリートの受け持つせん断力(N) 

δ ：水平変位(mm) 

γ ：せん断ひずみ度 
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cE ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

sE ：鋼材のヤング係数(N/mm2) 

ct  :コンクリート板厚(mm) 

cν ：コンクリートのポアソン比 

sν ：鋼材のポアソン比 

L ：隔壁の間隔(mm) 

H ：隔壁の高さ(mm) 

sAy：鋼材の水平断面の断面積(mm2) 

sAx：鋼材の鉛直断面の断面積(mm2) 

θ：圧縮ストラット角度（θ = tan−1 (
𝐻

𝐿
)） 

 

なお，コンクリートのひび割れ角度θは，ペデスタルの隔壁で分断された区画ごとに等

価矩形断面に置換し，RPV ペデスタルの既往の試験結果を踏まえ以下の通り設定した。 

 

78          一般部 

84          ベント開口部 

 

 



3-3-35 

 

表 4.2(3)-1  実機下部ペデスタルの構造を踏まえたせん断変形特性における SC 指針から

の変更点のまとめ 

 

 

 

 

  

変形特性 折れ点 SC 指針 反映後の評価式 

（補正式） 

RPVペデスタル固有の

構造特性を反映した

点 

せん断 

変形 

第 1折点 Q1=(Ac+(Gs/Gc)・As)・cr 

1=cr/Gc 

SC 指針から変更なし  

ただし， 

)31.0(31.0 vBB

cr







  

 

ただし， 

)31.0(31.05.0 vBB

cr









 

下部ペデスタルはベ

ント管開口の平均的

な応力集中を考慮し，

せん断ひびわれ強度

τcrに 0.5 を乗じた。 

第 2折点 

 

SC 指針から変更なし  

 

 

Ｋ： 

SC 指針の参考資料 1

に基づき設定 

SC 指針におけるＫ

（＝ひび割れ後の鋼

板の一体効果を考慮

したコンクリートの

有効せん断剛性）はコ

ンクリートの圧縮ス

トラット角度をθ＝

45°と仮定して簡略

化された評価式を記

載している。 RPV ペ

デスタルの既往の試

験結果を踏まえ，SC

指針の参考資料 1に

示される釣り合い式

を用い，実際のθに合

わせた値を設定した。 
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注： 点線は，鉛直・水平リブ。 

 実線は，ひび割れ。 

  斜線部分は，コンクリート脱落。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2(3)-4 RPV ペデスタルの圧縮ストラット角度 

（[2]に加筆） 

 

 

  

θ 

θ 

ベント管の
無い部分 

ベント管の
ある部分 
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c． 上部ペデスタルのせん断変形に対するスケルトンカーブ 

上記ａ．項に示す SC指針の内容から RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点及び反

映後の評価式を以下に示す。スケルトンカーブを図 4.2(3)-6 に示す。 

 

上部ペデスタルのせん断変形における第１折点，第２折点の各状態については，下部ペ

デスタルと同様である（図 4.2(3)-2 参照）。  

 

(i) RPV ペデスタル固有の構造特性を反映した点 

（第１折点） 

SC 指針から変更なし 

 

（第２折点） 

SC 指針本文の記載式は，コンクリートと鋼板がスタッドボルトを介して一体化されてい

るために，コンクリートの圧縮ストラットθを 45 度とした場合の評価式が，代表として

記載されている。θが 45 度以外の角度となる場合は，SC 指針の参考資料 1 及びその根拠

となる参考文献(1)のような基礎式に戻ってθを入力することにより，第２折点のせん断

剛性が算出できる。すなわち，第２折点の算出は，SC 指針の基本的な考え方は変更してお

らず，コンクリートの圧縮ストラットθに RPV ペデスタルの構造に合せた角度を入力する

ことでせん断剛性を算出する。 

 

(ii) 反映後の評価式 

（第１折点） 

・ Ｑ１，γ１評価式は下部ペデスタルと同様。 

ただし，  = 0.31 0.31cr B B V      

注）上部ペデスタルはベント管の開口もなく，コンクリートは４面を鋼板で囲まれた閉

鎖断面のために，せん断ひびわれ強度τcrは SC 指針に従う。 

 

（第２折点) 

 

 

 

 

 

Ａｓ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

Ｇｓ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 
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Ｋα：鋼板のせん断剛性 

Ｋβ：ひび割れ後の鋼板による拘束効果を考慮したコンクリートの有効せん断剛性 

σy：鋼板の降伏点強度(N/mm2) 

 

第１折点でコンクリートにひび割れが発生した後もコンクリートは圧縮方向（ひび割れ

角度θの方向）にのみ抵抗する弾性体（異方性弾性体）として挙動し，鋼板と共に外力に

抵抗する。コンクリートのひび割れにより体積が膨張する効果を鋼板が拘束するため，コ

ンクリートと鋼板の内力のつり合いを考慮したせん断剛性Ｋβを算出する。 

SC 指針本文の記載式は，コンクリートと鋼板がスタッドボルトを介して一体化されてい

るために，コンクリートの圧縮ストラットθを 45度とした場合の評価式が，代表として記

載されている。θが 45度以外の角度となる場合は，SC指針の参考資料 1及びその根拠とな

る参考文献(1)のような基礎式に戻ってθを入力することにより，第２折点のせん断剛性が

算出できる。すなわち，第２折点の算出は，SC 指針の基本的な考え方は変更しておらず，

コンクリートの圧縮ストラットθに RPV ペデスタルの構造に合せた角度を入力することで

せん断剛性を算出する。 

具体的には SC指針の参考資料 1及び下に示す参考文献(1)における算出式を用いて， 

ｃＱ＝Ｋβ・γ，δ＝Ｈ・γの関係よりＫβを算出する。 

 

cQ =
(𝑐𝑜𝑠𝜃)2

2 [
1 − 𝑐𝜈2

𝑐𝐸・𝑐𝑡・𝑠𝑖𝑛2𝜃
+

1

2・𝑠𝐸
(𝐶1 + 𝐶2)]

・𝛿 

C1 = L・cosθ(
𝑐𝑜𝑠𝜃

𝑠𝐴𝑥
−
𝑠𝑖𝑛𝜃

𝑠𝐴𝑦
𝑠𝜈) 

C2 = H・sinθ(
𝑠𝑖𝑛𝜃

𝑠𝐴𝑦
−
𝑐𝑜𝑠𝜃

𝑠𝐴𝑥
𝑠𝜈) 

ここで， 

cQ ：コンクリートの受け持つせん断力(N) 

δ ：水平変位(mm) 

γ ：せん断ひずみ度 

cE ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

sE ：鋼材のヤング係数(N/mm2) 

ct  :コンクリート板厚(mm) 

cν ：コンクリートのポアソン比 

sν ：鋼材のポアソン比 

L ：隔壁の間隔(mm) 

H ：隔壁の高さ(mm) 
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sAy：鋼材の水平断面の断面積(mm2) 

sAx：鋼材の鉛直断面の断面積(mm2) 

θ：圧縮ストラット角度（θ = tan−1 (
𝐻

𝐿
)） 

 

なお，コンクリートのひび割れ角度θは，ペデスタルの隔壁で分断された区画ごとに等

価矩形断面に置換し，RPV ペデスタルの既往の試験結果を踏まえ，SC 指針の参考資料 1 に

示される釣り合い式を用い，実際のθに合わせた値を設定する。上部ペデスタルのコンク

リートの圧縮ストラット角度θは，水平隔壁が設置されている層を考慮し，RPV 支持点上部

（２層（質点番号 10～11，9～10）），RPV 支持点下部（１層（質点番号 8～9））及びベント

取入孔部（１層（質点番号 7～8））に分けて，たてリブ及び円筒鋼板に囲まれた各々の隔壁

及び隔壁に囲まれたコンクリートを一つの SC 構造体として，その寸法（隔壁の高さ及び間

隔）の対角線にコンクリートひび割れが発生すると仮定し，コンクリートの圧縮ストラッ

ト角度θを設定する。各々のθを用いてＫβ（ひびわれ後の鋼板による拘束効果を考慮した

コンクリートの有効せん断剛性）を算出し，それぞれたし合せることで上記の各層のＫβを

算出し，上に示した SC指針式に代入し，Ｑ２，γ２を求める。 
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図 4.2(3)-5 上部ペデスタルの隔壁構造の概念図 

「SC構造体」の例 

鋼板 間隔 L 

高さ H 

H 

コンクリート 

θ 

せん断力 

鋼板 

H=2.9(m) 

H=1.2(m) 

H=2.5(m) 

H=1.0(m) 

RPV 支持点上部（例） 

隔壁と隔壁に囲まれたコンクリートで

一つの SC構造体を構成 

側面から見た図 
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表4.2(3)-2 実機上部ペデスタルの構造を踏まえたせん断変形特性におけるSC指針からの

変更点のまとめ 

 

  

変形特性 折れ点 SC 指針 反映後の評価式 

（補正式） 

RPVペデスタル固有の

構造特性を反映した

点 

せん断 

変形 

第 1折点 Q1=(Ac+(Gs/Gc)・As)・cr 

1=cr/Gc 

SC 指針から変更なし  

ただし， 

)31.0(31.0 vBB

cr







  

 

SC 指針から変更なし 

 

 

第 2 折点 

 

SC 指針から変更なし  

 

 

Ｋ： 

SC 指針の参考資料 1

に基づき設定 

SC 指針におけるＫ

（＝ひび割れ後の鋼

板の一体効果を考慮

したコンクリートの

有効せん断剛性）はコ

ンクリートの圧縮ス

トラット角度をθ＝

45°と仮定して簡略

化された評価式を記

載している。 RPV ペ

デスタルの既往の試

験結果を踏まえ，SC

指針の参考資料 1に

示される釣り合い式

を用い，実際のθに合

わせた値を設定した。 
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（ａ）NS 方向 

 

（ｂ）EW 方向 

図 4.2(3)-6 せん断力－せん断変形角関係 

（鋼板降伏点である第 2折点までを算定）  

0

20

40

60

80

100

0 1 2 3 4

上部ペデスタル（RPV支持点上部）
上部ペデスタル（RPV支持点下部）
上部ペデスタル（ベント取入孔部）
下部ペデスタル

せ
ん
断
力
Q（

×
10

4 k
N）

せん断変形角γ（×10-3rad）

0

20

40

60

80

100

0 1 2 3 4

上部ペデスタル（RPV支持点上部）
上部ペデスタル（RPV支持点下部）
上部ペデスタル（ベント取入孔部）
下部ペデスタル

せ
ん
断
力
Q（

×
10

4 k
N）

せん断変形角γ（×10-3rad）

⑨－⑩ 

⑩－⑪ 

⑧－⑨ 

丸数字は質点番号を示す 

（次ページ参照） 

①－⑦ 

⑦－⑧ 

⑨－⑩ 

⑩－⑪ 

⑧－⑨ 

①－④，⑥－⑦ 

⑦－⑧ 

④－⑤，⑤－⑥ 



3-3-43 

 

 

  

1   

2   

3   
4   

5   

6   

7   
8   

9 

10 

  

11 

  

下
部
ペ
デ
ス
タ
ル

 
 
 

上
部
ペ
デ
ス
タ
ル

   

RPV 支持点上部 
  

RPV 支持点下部 
  

ベント取入孔部 

  

外筒鋼板 

（t=30） 

中間鋼板 

（t=30） 
連通孔 

連通孔 

外筒鋼板 

(ｔ＝30) 

 内筒鋼板 

（t=30） 

 図 4.2(3)-7  RPV ペデスタルと地震応答解析モデルの対応 

Ｎ Ｓ 

Ｗ 

Ｅ 

原子炉圧力容器 

基礎ボルト 

9440 

T.M.S.L-8200  

14000 

内筒鋼板 

（t=30） 

たてリブ鋼板 

（隔壁） 

（t=25） 

14000 

10600 

中間鋼板 

（t=30） 

外筒鋼板 

（t=30） 

外筒鋼板 

(ｔ＝30) 

 

ベント取入孔部 
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5 試験結果との比較 

5.1 荷重－変形特性の比較 

4 項で検討したスケルトンカーブ設定の考え方を適用した 1/10 試験体の曲げ及びせん

断のスケルトンカーブを用いて荷重－変位特性を作成し，1/10 縮尺試験で得られた荷重

－変位特性との比較を行った結果を図 5.1-1 に示す。 

今回適用範囲としている鋼板降伏までの範囲において，SC 指針式では実験結果よりも

剛性を高めに評価しており，コンクリートと鋼板の一体性を過大評価していると考えら

れる。一方，今回用いた SC 指針評価式に RPV ペデスタルの固有の構造特性を反映した式

（以下「SC 指針補正式」という）から求まる荷重－変位特性は実験結果とよく一致して

いることが確認できる。 
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(a)荷重－変位関係の比較（試験結果全体での比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)スケルトンカーブ適用範囲近傍の拡大図 

 

図 5.1-1 荷重-変形関係の比較 

（解析より求まる鋼板降伏点以降は点線で示す） 
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5.2 履歴特性の設定及び検証 

(1) 検討目的 

RPV ペデスタルの弾塑性復元力特性を実機に適用するにあたり，履歴特性を設定する必要

がある。ここでは，1/10 縮尺試験結果に近い履歴特性と，SC 指針で定められている履歴特

性による解析結果を比較することで，ひずみエネルギー吸収性能の観点から，保守性に配

慮した履歴特性を検討することを目的とする。 

 

(2) 検討ケース 

履歴特性に関するパラメータスタディの検討ケースを表 5.2(2)-1 に示す。 

ケース A は，SC 指針を踏まえて，曲げとせん断の双方ともに最大点指向型の履歴特性を

採用したケースである。 

ケース B は，曲げ変形の履歴特性については，1/10 縮尺試験で得られた曲げ変形及びせ

ん断変形の履歴特性（図 5.2(2)-2 参照）より，ディグレイディングトリリニア型に近い紡

錘型の安定したループ形状が得られていることを踏まえ，曲げに対する履歴特性に 1/10 縮

尺試験結果に近いディグレイディングトリリニア型を採用し，せん断に対してはひずみエ

ネルギー吸収性能がより小さな原点指向型の履歴特性を採用したケースである。 

参考として，最大点指向型，ディグレイディングトリリニア型及び原点指向型の履歴特

性のイメージを図 5.2(2)-1 に示す。 

 

表 5.2(2)-1 履歴特性に関するパラメータスタディ 

ケース 曲げ せん断 

ケース A 最大点指向型 最大点指向型 

ケース B 
ディグレイディング

トリリニア型 
原点指向型 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)ディグレイディングトリリニア型    (b)最大点指向型       (c)原点指向型 

図 5.2(2)-1 履歴特性のイメージ 
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（ａ）水平力－曲げ変形関係 

 

 

（ｂ）水平力－せん断変形関係 

 

図 5.2(2)-2 実験における曲げ及びせん断の履歴特性 

（[2]より引用） 
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(3) 検討結果 

曲げ及びせん断によるひずみエネルギーの累積値を比較したものを図 5.2(3)-1 に示す。

曲げによるひずみエネルギーは，せん断によるひずみエネルギーと比べるとかなり大きな

値を示し，履歴特性の影響を受けていることが分かる。さらに，曲げによるひずみエネル

ギーは，試験結果に近いディグレイディングトリリニア型を採用したケース Bは，ケース A

の 1.5 倍以上のエネルギーが履歴特性により消費されていることが示された。 

これらの結果，RPV ペデスタルの弾塑性応答解析には，消費エネルギーが小さいケース A

の最大点指向型を採用することとした。 
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（ａ）曲げ 

 

 

（ｂ）せん断 

 

図 5.2(3)-1  履歴特性のパラメータスタディによるひずみエネルギーの比較 
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6 まとめ 

RPV ペデスタルの復元力特性について，既往試験の知見を参考にして，SC 指針の評価式

をもとに RPV ペデスタル固有の構造特性を反映したスケルトンカーブを設定した。 

設定したスケルトンカーブと同様の考え方に基づき，既往試験のスケルトンカーブを設

定し，試験結果との比較検証を行うことで本評価手法の妥当性を確認した。 

履歴特性については，SC 指針に基づく履歴特性と既往試験の結果に近い履歴特性を用い

たパラメータスタディを実施し，ひずみエネルギー吸収性能が小さい最大点指向型を採用

することとした。 
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